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沖縄県地域医療介護総合確保基金事業（既存の特別養護老人ホーム等の
ユニット化改修等支援事業）補助金実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、沖縄県地域医療介護総合確保基金事業（既存の特別養護

老人ホーム等のユニット化改修等支援事業）補助金（以下「補助金」という。）

の対象となる事業の実施に関する必要な事務手続き等について、沖縄県補助

金等の交付に関する規則（昭和47年沖縄県規則第102号）及び沖縄県地域医

療介護総合確保基金事業補助金交付要綱（介護分）（以下「補助金交付要

綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものである。

（補助対象経費等）
第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の対
象経費及び補助金の交付限度額は、別表のとおりとする。

（補助対象外費用）

第３条 次に掲げる費用については、補助の対象としない。

(1) 既に実施している事業に要する費用
(2) 他の国庫負担（補助）制度又は県負担（補助）制度により、現に当該事
業の経費の一部を負担し、又は補助している事業に要する費用

(3) 土地の買収又は整地に要する費用
(4) 職員の宿舎、車庫又は倉庫の建設に要する費用
(5) 門、囲障、構内の雨水排水設備及び構内通路等の外構整備に要する費用
(6) その他施設整備費として適当と認められない費用

（補助額の算定方法）
第４条 別表第２欄に定める区分ごとに第３欄に定める補助単価に第４欄に定
める単位の数を乗じて得た額の合計額と第５欄に定める対象経費の実支出額
の合計額とを比較して少ない方の額を補助額とする。ただし補助額に千円未
満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

（補助金の交付申請）

第５条 補助金交付要綱第３条に定める地域医療介護総合確保基金事業補助金

交付申請書は、様式１のとおりとする。

（交付の決定及び通知）

第５条の２ 補助金の交付の申請があったときは、補助金交付要綱第３条の２に
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より当該申請書を審査し、適当と認めたときは補助金の交付決定を行い、補

助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）に対し、通知す

るものとする。

（補助金の交付条件）

第６条 この補助金の交付の決定は、次に掲げる事項を条件として付する。

１ 市町村又は民間事業者が補助事業を実施する場合には、次に掲げる事項を

条件として付する。

(1) 補助事業者のうち、次に掲げる者は、補助の対象としない。

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）

イ 法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）が役

員となっている者

ウ 次に掲げる暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者

(ｱ) 暴力団員が事業主又は役員に就任している者

(ｲ) 暴力団員が実質的に運営している者

(ｳ) 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用して

いる者

(ｴ) 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引

に係る契約を締結している者

(ｵ) 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している

者

(ｶ) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している者

(2) 事業者が補助事業を実施するために必要な調達を行う場合には、沖縄県

の助成を受けて行う事業であることに留意し、原則として一般競争入札に

よるものとする。

(3) 補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、沖縄県知

事の承認を受けなければならない。

(4) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、沖縄県知事の承認を受けなけ

ればならない。

(5) 補助金等が予定の期間内に完了しない場合又は補助金等の遂行が困難と

なった場合においては、すみやかに沖縄県知事に報告してその指示を受け

なければならない。

(6) 補助事業に係る関係書類の保存については、次のとおりとする。

ア 事業者が地方公共団体の場合
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補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成する

とともに、補助事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、か

つ調書及び証拠書類を事業が完了する日（補助事業の中止又は廃止の承

認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年

間保管しておかなければならない。

イ 事業者が地方公共団体以外の場合

補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及

び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業が

完了する日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承

認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければなら

ない。

(7) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに

補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が50万円以上（事業者が

地方公共団体以外の者の場合は30万円以上）の機械、器具及びその他財産

については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定める耐用年数を

経過するまで、沖縄県知事の承認を受けないで、当該事業の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄し

てはならない。

(8) 沖縄県知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合

には、その収入の全部又は一部を沖縄県に納付させることがある。

(9) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業

の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その

効率的な運用を図らなければならない。

(10) 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる

契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせ

てはならない。

(11) 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの助成に係る消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、様式２により速

やかに報告しなければならない。また、当該仕入控除税額の全部又は一部

を沖縄県に納付させることがある。

(12) 補助事業を行う者が(1) から(11)までにより付した条件に違反した場

合には、この助成金の全部又は一部を沖縄県に納付させることがある。

２ 市町村が民間事業者の実施する事業（以下「市町村補助対象事業」という。）

に対して補助する事業（以下「市町村補助事業」という。）に対して補助金

を交付する場合には、市町村に対し、次に掲げる事項を条件として付する。

(1) 市町村補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、沖
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縄県知事の承認を受けなければならない。

(2) 市町村補助事業を中止し、又は廃止する場合は、沖縄県知事の承認を受

けなければならない。

(3) 補助金等が予定の期間内に完了しない場合又は補助金等の遂行が困難と

なった場合においては、すみやかに沖縄県知事に報告してその指示を受け

なければならない。

(4) 市町村補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成

するとともに、補助事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、

かつ調書及び証拠書類を事業が完了する日（補助事業の中止又は廃止の承

認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間

保管しておかなければならない。

(5) 市町村補助対象事業を実施する者（以下「市町村補助対象事業者」とい

う。）に対して、市町村が補助金を交付する場合には、次に定める条件を

付さなければならない。

ア 市町村補助対象事業者のうち、次に掲げる者は、補助の対象としない。

(ｱ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴

力団」という。）

(ｲ) 法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

が役員となっている者

(ｳ) 次に掲げる暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者

a 暴力団員が事業主又は役員に就任している者

b 暴力団員が実質的に運営している者

c 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用して

いる者

d 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引

に係る契約を締結している者

e 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している

者

f 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している者

イ 市町村補助対象事業者が市町村補助対象事業を実施するために必要な

調達を行う場合には、市町村の助成を受けて行う事業であることに留意

し、原則として一般競争入札によるものとする。

ウ 市町村補助対象事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、

市町村長の承認を受けなければならない。

エ 市町村補助対象事業を中止し、又は廃止する場合は、市町村長の承認
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を受けなければならない。

オ 市町村補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、

当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書

類を事業が完了する日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合に

は、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかな

ければならない。

カ 市町村補助対象事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びそ

の従物並びに市町村補助対象事業により取得し、又は効用の増加した価

格が30万円以上の機械、器具及びその他財産については、減価償却資産

の耐用年数等に関する省令で定める耐用年数を経過するまで、市町村長

の承認を受けないで、当該事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。

キ 市町村長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合

には、その収入の全部又は一部を市町村に納付させることがある。

ク 市町村補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産について

は、市町村補助対象事業の完了後においても善良な管理者の注意をもっ

て管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。

ケ 市町村補助対象事業を行うために建設工事の完成を目的として締結す

るいかなる契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者

に請け負わせてはならない。

コ 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの助成に係る消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合に速やかに市町村

長に報告しなければならない。また、当該仕入控除税額の全部又は一部

を市町村に納付させることがある。

サ 市町村補助対象事業を行う者がアからコまでにより付した条件に違反

した場合には、この助成金の全部又は一部を市町村に納付させることが

ある。

(6) (5)により付した条件に基づき、市町村長が承認又は指示する場合には、

あらかじめ沖縄県知事の承認又は指示を受けなければならない。

(7) (5)のキにより市町村補助対象事業から財産の処分による収入の全部又

は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を沖縄県に納

付させることがある。

(8) (5)のサにより市町村補助対象事業から納付させた場合には、その納付

額の全部又は一部を沖縄県に納付させることがある。

（補助金の変更承認）
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第７条 補助金交付要綱第４条に定める、補助金変更承認申請書は様式３のと

おりとし、事業中止（廃止）承認申請書は様式４のとおりとする。

（補助事業の事前着手）

第８条 補助金交付要綱第５条第２号に定める交付決定前着手承認申請書は様

式５のとおりとする。

（状況報告）

第９条 補助金交付要綱第６条に定める状況報告は次に定めるところにより行

うものとする。

(1) 補助事業者は、補助対象事業に係る工事の着手があったときは、様式６

により工事に着手した日から10日以内に沖縄県知事に報告するものとす

る。

(2) 補助事業者は、毎年度12月末日現在の補助対象事業に係る進捗状況を、

翌年１月末日までに様式７により沖縄県知事に報告するものとする。

（実績報告）

第10条 補助金交付要綱第７条に定める事業実績報告は様式８のとおりとする。

（補助金の概算払）

第11条 補助金交付要綱第８条に定める補助金概算払申請書は様式９のとおり

とする。

（その他）

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、沖縄県知事が別に定め

る。

附 則

（施行期日）

この要綱は、平成27年11月９日から施行する。ただし、地域における医療及

び介護の総合的な確保の促進に関する法律第４条に基づく都道府県計画におい

て、事業の期間を平成27年４月１日から開始する既存事業については、平成27

年４月１日から適用する。

附 則

（施行期日）

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。
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附 則

（施行期日）

この要綱は、平成30年９月５日から施行する。ただし、地域における医療及

び介護の総合的な確保の促進に関する法律第４条に基づく都道府県計画におい

て、事業の期間を平成30年４月１日から開始する既存事業については、平成30

年４月１日から適用する。

附 則

（施行期日）

この要綱は、令和元年９月24日から施行する。ただし、地域における医療及

び介護の総合的な確保の促進に関する法律第４条に基づく都道府県計画におい

て、事業の期間を平成31年４月１日から開始する既存事業については、平成31

年４月１日から適用する。

附 則

（施行期日）

この要綱は、令和３年４月26日から施行する。ただし、地域における医療及

び介護の総合的な確保の促進に関する法律第４条に基づく都道府県計画におい

て、事業の期間を令和３年４月１日から開始する既存事業については、令和３

年４月１日から適用する。

附 則

（施行期日）

この要綱は、令和５年12月１日から施行する。ただし、地域における医療及

び介護の総合的な確保の促進に関する法律第４条に基づく都道府県計画におい

て、事業の期間を令和５年４月１日から開始する既存事業については、令和５

年４月１日から適用する。



別表　補助単価

1　補助対象事業 ３ 補助単価 ４ 単　位 ５ 対象経費

「個室　→　ユニット化」改修 1,300千円

「多床室　→　ユニット化」改修 2,600千円

800千円 整備床数

創設
　2,440千円

改築
　3,020千円

改修
  1,220千円

・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護医療院
・養護老人ホーム
・軽費老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・介護付きホーム（有料老人ホーム又は
サービス付き高齢者向け住宅であって、
特定施設入居者生活介護の指定を受ける
もの）

3,820千円 施設数

　注）沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第３条第３号に規定する離島等に所在する場合は、第３欄に定める
 　　補助単価に０．０８を乗じて得た額（千円未満端数切り捨て。）を加算する。

・介護老人保健施設
・介護医療院
・ケアハウス
・有料老人ホーム
・特別養護老人ホーム及び併設される
ショートステイ用居室
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・生活支援ハウス
・高齢者の住居の安定確保に関する法律
（平成１３年法律第２６号)第５条の規定
により登録されている賃貸住宅

転換前床数

介護施設等の看取り環境の整備

　特別養護老人ホーム等の看取り
環境の整備のための改修に必要な
経費については同上。設備につい
ては、需用費（修繕料）、使用料
及び賃借料又は備品購入費（備品
設置に伴う工事請負費を含む）。

２ 区　　　分

既存の特別養
護老人ホーム
等のユニット
化改修等支援

事業

　既存施設のユニット化改修

　特別養護老人ホーム等のユニッ
ト化等の改修に必要な工事費又は
工事請負費及び工事事務費（工事
施工のため直接必要な事務に要す
る費用であって、旅費、消耗品
費、通信運搬費、印刷製本費及び
設計監督料等をいい、その額は、
工事費又は工事請負費の２．６％
に相当する額を限度額とする｡)｡
　ただし、別の負担（補助）金等
において別途補助対象とする費用
を除き、工事費又は工事請負費に
は、これと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と認められ
る購入費等を含む。

整備床数

ア　特別養護老人ホームのユニット化
イ　介護老人保健施設のユニット化
ウ　介護医療院のユニット化
エ　介護療養型医療施設の改修により転換される次の施設
　　・介護老人保健施設
　　・ケアハウス
　　・特別養護老人ホーム
　　・介護医療院
　　・認知症高齢者グループホーム

　特別養護老人ホーム及び併設される
ショートステイ用居室（多床室）のプライ
バシー保護のための改修

　介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備
　（介護療養型老人保健施設から転換して介護医療院を整備する事業に
ついても対象とする。また、本事業の助成を受けず、転換先の介護老人
保健施設等の施設基準の一部の緩和（療養室の床面積１床当たり６．４
㎡を維持したままの病床の転換）を適用し介護医療院又は介護老人保健
施設等に転換した療養病床等が、その後、2023年度末までに１床あたり
８．０㎡を満たすための改修等を行う場合については、本事業の対象と
する。）


